
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】

間接遷移型半導体レーザからなる光源と、前
記光源から光を媒体に収束するレンズと、前記媒体からの反射光を検出するディテクタと
を有することを特徴とする光ヘッド。
【請求項２】
前記半導体レーザは、光を放出する活性層を有し、前記活性層に間接遷移型半導体を用い
ることを特徴とする請求項１記載の光ヘッド。
【請求項３】
前記半導体レーザは、光を放出する量子井戸構造を有し、前記量子井戸構造は、活性層と
バリア層を有し、前記活性層と前記バリア層共に間接遷移型半導体材料を用いたことを特
徴とする請求項１記載の光ヘッド。
【請求項４】

間接遷移型の半導体混晶材料を用いた活性層
を持つ半導体レーザからなる光源と、媒体からの反射光を検出するディテクタとを有する
ことを特徴とする光ヘッド。
【請求項５】
記録光用のレーザと、再生光用のレーザを別々に設けた光ヘッドであり、前記再生光用の
レーザが 間接遷移型半導体レーザであることを特徴とする光ヘ
ッド。
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【請求項６】
活性層を有して、隣接閉じ込め構造である間接遷移型半導体レーザからなる光源と、前記
光源から光を媒体に収束するレンズと、前記媒体からの反射光を検出するディテクタとを
有することを特徴とする光ヘッド。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、光ディスク及び光を用いて光ディスクに記録された情報を再生する光ディスク
装置に関係する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、光ディスクに記録された情報の読出し（再生）においては、情報の読出しを行う光
の光源として、近年、一般的に、半導体レーザ、より正確には、直接遷移型半導体の半導
体レーザが用いられてきた。いわゆる従来半導体レーザと呼ばれていたものは、すべて直
接遷移型半導体を活性層の半導体材料として用いた直接遷移型半導体レーザである。
直接遷移型半導体の半導体レーザは、単色性が高く、本来単一の発振波長の光を発しよう
とする作用が強く、特に工夫をしない限りは、共振器の長さで量子化される、ある単一の
発振波長で発振しようとする傾向がある。このため、発振スペクトルは、図１上の直接遷
移型２に示すように、波長５３に対して非常に鋭い強度分布を持つ、針のようなスペクト
ルとなり、その代表的な半値幅は一般的に０．０１ｎｍ未満である。
しかし、このレーザ光を情報記録またはデータ転送のために、強度変調すると、出力光強
度が変化する途中で、モードホッピング等により、出力光強度が、電流量に対してスムー
ズに変化しない、いわゆるレーザノイズ（レーザ雑音）が生じるという問題点がある。ま
た、半導体レーザは、光の発生効率が非常に高いため、光ディスクの光源として用いられ
てきたが、干渉性と単色性の高すぎる光を、光ディスクの再生用の光源として用いると、
レンズや反射鏡、プリズム、ビームスプリッタ等の光学部品における部分反射光が、本来
検知すべき再生光と干渉して、スクープノイズなどとして知られる光干渉ノイズを発生し
、信号の再生に悪影響を与えていた。このような光干渉ノイズは、レーザ光源の単色性が
高すぎるために、鋭い光干渉が起こることが原因である。
【０００３】
このような光干渉ノイズを防ぐ方法として、従来よりレーザ素子構造とドライブ方法を工
夫する種々の提案が成されている。この問題は、特開平８－３３０６８０号公報にて述べ
られているように、光ディスクのみならず、光通信の分野でも検討されている問題でもあ
る。一般的に光ディスクでは、これらの問題を解決するために、光源として、特開平１１
－８７８３１号公報に記載のようにドーピングにより利得導波構造を形成した多モード発
振の半導体レーザを用いたり、特開２０００－６８６１０号公報記載のように可飽和吸収
層を形成して自己変調発振する型の半導体レーザを用いたり、または、特開平１０－１１
７８１号公報に記載のように、通常の単一発振波長のレーザを用いてレーザ励起電流を高
周波で細かくＯＮ・ＯＦＦし、発振の連続性を断ち切るという、高周波重畳の手法を用い
ることで、単一発振波長での発振を防ぐよう工夫するという手段がとられてきた。特に、
高周波重畳の方法は、レーザ雑音を下げることが出来る点でも効果的であり、光ディスク
・光通信の分野で多く用いられてきた。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、これらの対策も万全ではなく、自励発振を用いたレーザ雑音の低減方法では、放
出光の角度分布が広がり、レンズでの非点収差を生じやすいなどの問題を生じている。ま
た、特開平１１－８７８３１号公報記載のように、多モード発振の半導体レーザを用いた
場合でも、各輝線の間で、発振波長強度が相互干渉しながらランダムに変化する、モード
ホッピング的な光量変化を生じることが完全に防げず、特に再生時における光ノイズ要因
となっている。また特開平１０－１１７８１号公報記載のような高周波重畳は、高周波の
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発振回路をレーザ直近に付加する必要があり、光ディスク装置等、半導体レーザをヘッド
と共に可動させる構造においては、発振回路をも可動ヘッド上に配置することが必要で、
コスト増加の要因となっている。また、光ヘッドが小型化するに伴い、光路中を光が往復
する時間が短くなるため、重畳高周波の周波数をさらに高くする必要が生じ、電磁輻射を
防ぐ対策が必要になるなど、コスト増加の要因となっている。
【０００５】
さらに、いずれの方法においても、光ディスクの記録密度が高密度化するに従い、レーザ
ノイズや光干渉ノイズに対するマージンが厳しくなっており、これらのノイズを改善する
ことが必要である。
【０００６】
本発明は、レーザの光干渉ノイズを防ぐための高周波重畳回路と、高周波重畳に必要とな
る発振回路と電磁輻射対策を省いて、情報の再生速度を高速化し、コストを低減すること
により、安定した光ディスク信号の再生を高速に行える光ディスク装置を安価に提供する
ことを目的とする。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するために、光源である半導体レーザについて、従来用いられてきた直接
遷移型半導体を発光材料として用いた直接遷移型半導体レーザに代えて、間接遷移型半導
体を発光層（活性層）に用いた、間接遷移型半導体レーザを用いて、光ヘッドと光ディス
ク装置を構成する。
【０００８】
まず、本発明にて用いる間接遷移型半導体レーザと、従来の半導体レーザ（直接遷移型半
導体レーザ）との発光スペクトルの違いについて説明する。
（連続スペクトルとブロードバンドの定義）
従来の半導体レーザ（直接遷移型）の発光スペクトルは、特開平６－３０２００３公報や
、特開２０００－１３８４１１号公報に記載されているように、自励発振の場合でも、マ
ルチモード発振の場合でも、高周波重畳の場合でも、典型的には、スペクトルは、図１８
のように、分解能を十分に高い０．０１ｎｍ程度にして測定すれば、鋭いピーク（輝線）
の集まりで、波長に対してやや規則的に細かく増減を繰り返すスペクトルとなる。なお、
ここで述べる輝線とは、発光スペクトル測定系の分光計の分解能よりも十分に細い線幅（
半値幅）を持つ発光線のこととする。これらの規則的な増減には、レーザ素子の共振器長
に対応した共振モードが現れている場合が多い。各輝線の一つ一つの幅は、典型的に０．
２ｎｍ以下と非常に鋭い。これらは、測定を繰り返しても凹凸の位置に再現性が確認され
ており、平均を繰り返すとゼロになるようなランダムなノイズとは明らかに異なるので、
明確に区別することができる。
【０００９】
これに対して、間接遷移型の半導体材料を活性層に用いた半導体レーザでは、本願図１下
の間接遷移型１にて示すように、１０ｎｍ近い半値幅を持つなだらかな発振スペクトルが
得られる。図２に、ＡｌＧａＰ系間接遷移型半導体材料を発光層（活性層）に用いた電流
注入発光構造において、駆動電流５０を変化させた時の、発光強度５１（図２左）と発光
スペクトル（図２右）の変化を示す。発光色は緑色である。構造の詳細については、後記
の発明の実施の形態にて詳述する。図２左側に示すように、駆動電流５０の増加に従って
（ａ、ｂ、ｃ、ｄ）、発光強度は、ある閾値５２（ｃの直前）を境に、急激に直線的に増
加する（ｃ～ｄ）、いわゆる閾値特性を示す。これは、通常の半導体レーザが示す特性と
同じである。
【００１０】
ところが、図２右側に示すように、ａ～ｄの各々の電流における発光スペクトルを測定す
ると、閾値を超えた状態であっても（ｃ～ｄ）、スペクトルに目立って規則的な振動はな
く、滑らかに山型を描くスペクトルが現れる。しかもピークの半値幅は、約１０ｎｍ以上
にもわたっており、直接遷移型半導体を材料とする従来の単一モード発振のレーザの約１
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０００倍にもおよぶ。この半値幅は、エネルギー幅に換算すると、４０～５０ｍｅＶにも
相当する。このスペクトルは、分解能を０．０１ｎｍまで細かくして測定しても、スペク
トルの凹凸は測定系のノイズ以下である。直接遷移型の場合と異なり、測定を繰り返して
も再現性がなく、平均を繰り返すとゼロとなる。従って、間接遷移型半導体を用いた半導
体レーザの発光スペクトルは、基本的には連続的に滑らかであり、分解能を０．０１ｎｍ
まで細かく測定しても、太陽光と同様の連続スペクトルとして観察される。本願では、上
記の滑らかなスペクトルを、黒体放射における連続スペクトルの物理学的な定義と同様に
、連続スペクトルと呼ぶことにする。
【００１１】
すなわち、間接遷移型半導体レーザでは、通常の直接遷移型半導体レーザと同様に、閾値
特性は示し、自己誘導放出（いわゆるレーザ発振）は起こしているが、発光スペクトルは
非常にブロードかつ連続的に滑らかな、連続スペクトルであるという点が異なっている。
【００１２】
これが、間接遷移型半導体を活性層に用いた場合に現れる、独特の自己誘導放出時のスペ
クトルである。本明細書ではこの状態にて放出される光を、間接遷移型半導体のレーザ光
と呼ぶことにする。また、この様な連続スペクトルでのレーザ光の発振を、本願明細書で
はブロードバンドの発振と呼ぶことにする。そして、このような自己誘導放出光を発生す
る間接遷移型半導体発光素子を、間接遷移型半導体レーザと呼ぶことにする。
【００１３】
なお、レーザ素子の構造については実施例中にて後述する。
【００１４】
このように、間接遷移型半導体が、直接遷移型半導体レーザの放出光と大きく異なり、滑
らかな連続スペクトルの自己誘導放出光を生じる理由は、間接遷移型半導体における中間
状態を介した光学遷移（間接遷移）にあると説明される。これについて、次に説明する。
【００１５】
図３に、間接遷移型半導体における、波数ベクトルに対する電子状態のバンド構造を示す
。実線が間接遷移型１の半導体のバンド構造例、点線に直接遷移型２の半導体の例を示す
。横軸を波数７にとっている。
【００１６】
直接遷移型半導体（点線）の場合においては、伝導帯３の下端は、価電子帯４の頂上とな
る点と、波数空間上で同じ点（Γ点）にある。電子５は伝導帯の底に蓄積し、ホール（正
孔）６は価電子帯の頂上に蓄積する。波数空間上で同じ位置にある電子とホールは、ブロ
ッホ波動関数の結晶並進対称性が一致しているため、発光遷移（光学遷移または発光性再
結合）を起こしやすい。直接遷移型半導体の場合、伝導帯３の下端が、点線のように、価
電子帯４の頂上のすぐ真上にある。このため、電子とホールは直接発光遷移でき、発光や
光吸収の活性が高く、電流注入によりレーザ発振を起こしやすい。これが、一般的に、直
接遷移型半導体が、半導体レーザ素子材料として使われている理由である。ただし、その
光学的な活性の高さは、高すぎると、外部から戻った光に対しても鋭く反応してしまうた
め、干渉共振などの効果を生じやすい。これが逆にレーザの光ノイズ（光雑音）の原因と
もなっている。
【００１７】
一方、実線のように、伝導帯３の下端が、価電子帯４の頂上の斜め上にある場合、直接発
光遷移できない。このため、発光遷移を起こすためには、なんらかの別の散乱要因または
相互作用によって、ある中間状態を介して２回連続して遷移する必要がある。これを間接
遷移と呼ぶ。そして、このようなバンド構造を持つ種類の半導体のことを、間接遷移型半
導体と呼ぶ。例えばＡｌＧａＰ系の間接遷移型半導体では、伝導帯３の下端はＸ点の付近
となり、ちょうど図３のような配置となる。
【００１８】
このような間接遷移型半導体における発光のメカニズムは、以下のように説明される。
【００１９】
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まず、伝導帯３の底にたまった電子５は、波数空間上でホールの斜め上にあるため、直接
にはホール６と再結合（発光）できない。発光を起こすために、中間状態に遷移するため
には、フォノンと呼ばれる格子振動や、界面不均一や組成不均一のような空間ポテンシャ
ル揺らぎ等と、相互作用する必要がある。中間状態とは、実際に長時間存在することので
きない、禁止帯の中にある仮の量子状態であり、電子がこの準位に留まれる時間は非常に
短い。このため、中間状態に一時的に遷移した電子は、すぐに正孔６を見つけて再結合（
発光遷移）するか、すぐに元の伝導帯３の底へ戻る必要がある。このように、間接遷移で
は、非常に短い寿命（Δｔ）の準位（＝中間状態）を経由しているため、不確定性原理Δ
ｔ・ΔＥ～ｈ（但しｈはプランク定数）により、周囲の光電場と相互作用を起こすことが
可能な光学遷移のエネルギー範囲（ΔＥ）が非常に広くなる。このため、通常の直接遷移
型半導体レーザではδ関数的（＜０．０１ｎｍ）になる光利得が、間接遷移では、典型的
には約１０ｎｍ以上と、非常に広くなる。
【００２０】
このため、共振器内で往復する光や戻り光等によって、波長λの外部光電場がかかった場
合に対し、λ±数ｎｍという広いエネルギー範囲で、次の発光遷移が誘起される。この結
果、従来の直接遷移型半導体レーザに比較して、非常に幅の広いピークを持つ発光が誘起
される。電子とホールの濃度が十分に高ければ、自己誘導放出光が発生する。
【００２１】
このようにして放出されるスペクトルの広い光は、各波長での干渉光の強度の増減が打消
しあって、光ヘッド内での戻り光による光干渉ノイズをほとんど生じない。たとえば、図
１７は、ディスク媒体と光ヘッドの距離が変動するときに、光ヘッドで起こる、フリンジ
ノイズと呼ばれる光干渉ノイズの例を示している。横軸に時間５４、縦軸に反射光強度５
５をとっている。単色性の高く鋭いスペクトルを持つ直接遷移型半導体レーザを用いた場
合（図１７（ａ））では、ディスク媒体と光ヘッドの距離が変動するときに、単色性の高
さによって生じる光干渉で、図１７（ａ）に示すようなフリンジパターンを持つ光干渉ノ
イズが発生する。これに対し、間接遷移型半導体レーザを用いた場合（図１７（ｂ））で
は、放出される発振光のスペクトルが広いため、各波長の光の干渉の強弱が打消し合って
、図１７（ｂ）のように、フリンジノイズはほとんど発生しない。また間接遷移の光学活
性は高すぎないために、外部からの戻り光に対する反応が穏やかで、外部光干渉や共振な
どを生じにくい。このことがレーザ素子自体のノイズ（レーザ雑音）をも生じにくくし、
低ノイズの光源としての長所を生じている。
【００２２】
したがって、上記のように、間接遷移型半導体においては、滑らかな連続スペクトルで、
非常に低ノイズのレーザ発振が生じる。
【００２３】
このような状態での外部光電場に対する利得帯域の広さは、主に伝導帯バンド底に蓄積し
たキャリアの分布によって決まるため、図２右のように、典型的には数十ｍｅＶにわたる
、広くブロードな発振スペクトルとなる。スペクトルの広さを決めるのは、主にキャリア
（電子とホール）のエネルギー分布で、これは、量子井戸構造の界面揺らぎと、量子井戸
中で緩和するキャリアの緩和速度と、キャリア温度との、複数の要因によって決まる。例
えば室温（３００Ｋ）の場合、キャリア温度は通常室温よりも高いため、発光スペクトル
の半値幅は、室温のエネルギー（約３０ｍｅＶ）の指数関数（ｅｘｐ）により半分の分布
密度まで減衰するエネルギー幅（３０ｍｅＶ×６９％＝約２０ｍｅＶ）以上となる。従っ
て、共振器による利得制限を特に行わない限り、原理的に２０ｍｅＶ以上の広い半値幅で
発振することができる。これは、波長５００ｎｍ付近の緑色の光であれば、ＡｌＧａＰ系
で６ｎｍ以上、ＳｉＧｅ系で１３ｎｍ以上の半値幅となる。この値は、通常、直接遷移型
半導体の直流励起時の発振（単一モード発振）の半値幅（典型的には＜０．０１ｎｍ）に
比べ、２桁以上広い。また、この半値幅は、従来の光干渉によるレーザ雑音を、２桁以上
と大幅に抑圧できる素質を持っていることを意味する。
【００２４】
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なお、半値幅の実際の値は、温度・構造・準位密度・各準位の遷移寿命・励起強度など、
いろいろな要因によって総合的に決まる。半値幅の上限は、発光構造である量子井戸の井
戸深さを決めるバンド不連続量（バンド・オフセット・エネルギー）で制限され、この値
は、半導体構造の各膜の組成など、設計条件により設定できる。具体的な値は、ＡｌＧａ
Ｐ系で４００ｍｅＶ程度、ＳｉＧｅ系で１５０ｍｅＶ程度であり、波長の半値幅で言えば
ＡｌＧａＰ系では１００ｎｍ程度、ＳｉＧｅ系では９０ｎｍ程度が自動的に上限となる。
【００２５】
以上の様に、間接遷移型半導体を活性層に用いた、間接遷移型半導体レーザは、自発的に
ブロードな波長で発振するので、光干渉ノイズを生じない光源になる。間接遷移型半導体
レーザを光源として用いることで、光ディスク装置で問題となっていた、光干渉ノイズと
レーザ雑音を大きく改善することができる。
【００２６】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態を、図４～図１６を用いて説明する。
（実施例１：間接遷移型半導体レーザの構造）
本願課題を解決するための手段中にて上述した、間接遷移型半導体レーザの発光構造につ
いて図４～図１３を用いて説明する。
【００２７】
本願図２にて用いた半導体発光構造は、隣接閉じ込め構造と呼ばれる量子井戸構造である
。まずこの量子井戸構造について、以下に説明する。
（量子井戸構造の定義）
まず、本願明細書における量子井戸構造の定義について述べる。
【００２８】
一般に、半導体で発光素子を作製する場合は、薄膜成長を併用してＰＮ接合を形成するこ
とが多い。半導体材料を、有機金属気相成長法（ＭＯＶＰＥ法）や分子線エピタキシー法
（ＭＢＥ法）、ガスソース分子線エピタキシー法（ＧＳＭＢＥ法）を用いて積層すること
で、異なる材料を多様な膜厚の組み合わせで積層した多層構造を形成することができる。
この時に、例えば伝導帯の下端の位置が異なる材料を、別の材料で挟めば、電子がそれら
のうちエネルギーの最も低いところに蓄積されるような図４のような構造を作ることがで
きる。これを量子井戸構造と呼び、伝導帯の窪みに電子がたまり、価電子帯の頂上にホー
ル（正孔）がたまるような構造となる。これら伝導帯や価電子帯の構造をバンド構造と呼
び、上端や下端のような代表的なエネルギーレベルをとって上記量子井戸構造のエネルギ
ーレベルを図４の様に表したものをバンド構造図と呼ぶ。量子井戸構造のバンド構造は、
その積層する材料の組み合わせによって、電子とホールを同じ層に閉じ込める図４のよう
なタイプ１と呼ばれる構造と、電子のみ又はホールのみが閉じ込められる図５（ａ）（ｂ
）のようなタイプ２と呼ばれる構造がある。
（隣接閉じ込め構造の定義）
次に、本願明細書にて隣接閉じ込め構造と呼ぶ構造について述べる。
タイプ２の量子井戸構造の場合、通常の単層の量子井戸では、電子かホールの片方しか閉
じ込められない量子井戸となってしまう。発光を起こすためには、電子とホールを近接さ
せることが必要なので、電子の閉じ込め層と、ホールの閉じ込め層とを隣接させて、両外
側からその両方を閉じ込めるバリア層で挟んだ構造が必要となる。タイプ２の量子井戸を
形成する材料系でこれを実現したのが、隣接閉じ込め構造である。その構造は、例えばＡ
ｌＧａＰ系半導体で構成する際は、ＡｌＰ層とＧａＰ層を隣接させ、両側から組成０．５
付近のＡｌＧａＰ層で挟んだ、図６のような構造である。このような隣接閉じ込め構造は
、タイプ２の半導体材料においても、電子とホールの両方を閉じ込めて、発光再結合確率
を向上させることができるため、発光素子の効率を向上できるという利点を有する。この
ＡｌＧａＰ系の隣接閉じ込め構造については、アプライド・フィジクス・レターズ（Ａｐ
ｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ）６７巻１０４８頁にて記載されている。
また、ＳｉＧｅ系という間接遷移型半導体でも、隣接閉じ込め構造を構成することができ
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、例えば、Ｓｉ層と、Ｇｅ組成の濃いＳｉＧｅ層を隣接させ、両側から中間の組成のＳｉ
Ｇｅ層で挟み、全体を緩和ＳｉＧｅ層上に積層した図７のような構造で実現できる。この
ＳｉＧｅ系の隣接閉じ込め構造の詳細については、アプライド・フィジクス・レターズ（
Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ）６７巻５２４頁にて記載されている
。これらの作製法は、上記アプライド・フィジクス・レターズの２報に記述の方法にて再
現できる。また、ＡｌＧａＰ系における具体的な作製法は、図８を用いて後述する。
（非対称量子井戸構造の定義）
次に、本願明細書における非対称量子井戸構造の定義について述べる。
【００２９】
図４のようなタイプ１の半導体量子井戸構造では、量子井戸層の中心に対して、バンド構
造が左右対称な形をしている。また、図５のようなタイプ２の単一量子井戸構造でも、価
電子帯と伝導帯の対称性は逆になるものの、左右については、対称な形をしている。これ
に対し、図６・図７の隣接閉じ込め構造では、量子井戸構造の中心に対して、バンド構造
が左右非対称になっている。このように、非対称のバンド構造を持つ量子井戸構造を、こ
こでは非対称量子井戸構造を呼ぶことにする。
【００３０】
タイプ２の非対称量子井戸構造では、電子とホールの閉じ込め層中での各々の分布中心（
重心）位置がお互いに異なるため、発光遷移時の電子とホールの消滅と同時に空間的な電
場変動が必ず発生する。これによって、間接遷移型半導体であっても、原子軌道の対称性
に関わらず、必ず光学的エネルギー相互作用の確率を生じ、発光遷移を起こしやすいとい
う利点を持っている。すなわち、間接遷移型半導体の量子井戸構造において、非対称量子
井戸構造を用いることで、間接遷移であっても一定の光学遷移確率を確保することができ
、発光効率を向上することができる。
【００３１】
なお、隣接閉じ込め構造は、非対称量子井戸の一構造であり、上記利点の恩恵にあずかる
ことができる。
（活性層の定義）
次に、本願明細書における活性層の定義について述べる。
【００３２】
隣接閉じ込め構造においては、ＡｌＰ層とＧａＰ層に、各々電子とホールのキャリアが蓄
積している。キャリアが蓄積して光学的に利得を生じうる状態を生じる層（量子井戸層）
を、ここでは活性層と呼ぶことにする。隣接閉じ込め構造のようなタイプ２の量子井戸構
造を形成している場合は、電子の閉じ込め層とホールの閉じ込め層が空間的に分離してい
るが、隣接してペアとなることで、光学的な利得を生じうる状態が形成されるため、両方
の閉じ込め層を活性層と呼ぶことにする。これに対し、活性層を両側から挟むことで電子
やホールの閉じ込めを補助する役割を持った層を、バリア層と呼ぶことにする。ここでは
ＡｌＧａＰ層がバリア層に当る。
（ＡｌＧａＰレーザ構造）
次に、本願図２にて示した、ＡｌＧａＰ系による、具体的な間接遷移型半導体レーザの素
子構造について次に説明する。レーザチップの膜構造を、図８に示す。ガスソース分子線
エピタキシー法（ＧＳＭＢＥ法）による作製法を以下に述べる。
【００３３】
硫黄ドープのＧａＰ（１００）基板上に、温度６５０℃にて、以下の構造を順に成長する
。ＧａＰ層５０ｎｍ、バリア層であるＡｌＧａＰ層１５０ｎｍ、活性層で電子側の井戸と
なるＡｌＰ層２．５ｎｍ、活性層でホール側の井戸となるＧａＰ層０．６ｎｍ、バリア層
であるＡｌＧａＰ層１５０ｎｍ、同じくバリア層であるＢｅドープのＡｌＧａＰ層１００
０ｎｍ、キャップ層であるＢｅドープのＧａＰ層５ｎｍの順である。このような薄膜構造
を持つウエハは、ＧＳＭＢＥ法以外にも、例えばＭＯＣＶＤ法により作製することができ
る。上記層構造における材料の組合せは、例えばＧＳＭＢＥ法では、シャッターの開閉に
て制御できる。ＭＯＣＶＤ法では、原料ガスのバルブの開閉によって制御できる。
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【００３４】
この様にして得られたレーザのウエハを劈開し、端面（鏡面）を平行にして共振器とする
。
【００３５】
このチップの基板（Ｓ：ＧａＰ）側にＩｎをつけ、３５０℃で２分間アニールして、オー
ミック電極を形成し、負極（－）とする。一方、キャップ（ｃａｐ）層側の電極は、Ｉｎ
を２５０℃のハンダまたは蒸着により堆積し、そのままショットキー接合により正極（＋
）とする。
【００３６】
なお、ここでは基板として格子定数差の少ないＧａＰ基板を用いた場合を示しているが、
Ｓｉ上にＧａＰ結晶を積層するなど、材料の異なる基板上に構造を作製することも可能に
なっており、基板材料について間接遷移型半導体に限定するものではない。発光を起こす
（光を放出する）活性層が間接遷移型半導体であれば、基本的に、前記に述べた間接遷移
としての発光特性と利点は得られる。
【００３７】
このようにして得られたレーザチップを、冷却器上に固定して冷却し、チップ上に形成し
た両方の電極間に電圧を印加することで、図２のような発光スペクトルが得られる。
【００３８】
この電圧の印加の際に、図２に示したようブロードな発光を生じるためには、駆動電流を
、レーザ閾値の付近で、ややゆっくりと増加させる必要がある。
【００３９】
もし、鋭い立ち上がり波形を持つ、急激な電圧をチップに印加すると、発光スペクトルが
十分広がらないうちに（ブロードバンドな発振が安定しないうちに）、図９（ａ）のよう
なシングルモード（スペクトル上で主に一つの鋭いピークを生じて発振するモード）や、
または図９（ｂ）のようなマルチモード（スペクトル上で多数の鋭いピークを生じて発振
するモード）で発振してしまう場合がある。この現象は、以下のように説明される。
【００４０】
間接遷移型半導体では、直接遷移型半導体に比べ、半導体中に蓄積したキャリアが、結晶
中を非常に長距離にわたって拡散する性質がある。一度キャリアが十分に拡散すると、活
性層の面積に応じて多くの電流を必要とするようになる。ただし、この多くの電流を、最
初から一気に流してしまうと、キャリアの拡散が追いつかず、キャリアが十分に拡散しな
いうちに、電極付近のみが強く励起される状態となる。
【００４１】
このような局所的な強励起では、局所的な利得共振状態が形成されるため、一時的に鋭い
利得を持つ利得共振器構造が形成されて、シングルモードやマルチモードでの発振を生じ
る。これらのモードでの発振状態では、直接遷移型半導体レーザと同様で、光干渉ノイズ
やレーザ雑音を生じる。この現象は、通常の直接遷移型では、駆動電流パルスを鋭くした
方がよりブロードなスペクトルで発振しやすいことに対して、間接遷移レーザでは逆に、
パルスが鋭すぎると、安定したブロードバンド発振にならないという点で、従来の直接遷
移型半導体レーザと対称的である。
【００４２】
ブロードバンドで安定に発振させるために重要なのは、特にスペクトルの形が大きく変化
する閾値付近での駆動電流の変化である。この付近では、スペクトルの形が急激に変化す
るため、瞬間的に不安定となり、シングルモードやマルチモードでの発振へ移行しやすい
。間接遷移型半導体レーザは、本来ブロードバンドで発振しやすい特性を持っているので
、不安定なモードへ移行しないよう、この閾値の前後で、スペクトルの変化をゆっくりと
起こせば、安定なブロードバンドの発振へ移行する。
【００４３】
従って、光干渉ノイズを生じにくい、連続スペクトルの発光を安定に得るためには、シン
グルモードやマルチモードのような鋭い発振ピークを生じないよう、図１０のように、特
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に閾値５２の付近で、時間５４に対して駆動電流５０をゆっくりと穏やかに増加させて駆
動する必要がある。具体的には、図１１の回路図のように、閾値の付近で電流の増加速度
を制限する機能を付加したレーザドライバを用いるとよい。この回路では、間接遷移型半
導体レーザ（ＬＤ）の発光強度を、バックモニタ（ＰＤ）で検出し、この光量が一定値（
閾値）の付近を通過するときのみ、電流の増減速度を十分の一に制限して、コンデンサの
充電と共に、穏やかに電流が増加するように駆動している。値の記入のない抵抗値につい
ては、バックモニタ（ＰＤ）の感度や閾値に合わせて調整して決定する。光ヘッドや、光
ディスク装置への組み込み時に、レーザの出力を頻繁に変化させたい場合は、このように
閾値を考慮した電流制御を行うレーザドライバが必要となる。ただし、駆動電流自体は直
流でよいため、高周波重畳の駆動のような場合と異なり、ドライバ回路自体はレーザの直
近に配置する必要はない。すなわち、高周波重畳が不要であるため、直流ドライブができ
ることによって、配置および実装の自由度が生じている。高周波重畳ドライブではなく、
電流変化の緩やかな直流ドライブとすることによって、間接遷移型半導体を用いたレーザ
の特徴である、連続スペクトルのブロードな発振が安定して得られる。
【００４４】
もし、記録のためにレーザの出力光強度を変調する必要がある場合は、ブロードバンドの
発振を常に維持するように、記録中の駆動電流を閾値より上に保持するよう絶えず制御す
ることが必要となる。このことは、本間接遷移型半導体レーザおよびレーザドライバを、
データ伝送のために変調する、情報通信機器へ応用した場合も同様であり、その場合、図
１２のように、ファイバーに対して出力する光は、完全にゼロまでは落とさず、データの
伝送中は閾値電流以上にて駆動させる必要がある。特にアナログ伝送および多重多値伝送
においては、干渉性を落としてファイバー内部でのモード共振や干渉をなくし、レーザに
起因するノイズがない方が微妙なアナログ値の変化が正確に伝送しやすく、伝送情報の劣
化を防ぐことができる。閾値よりも常に上の駆動電流で駆動することにより、レーザが不
安定となる閾値を通過する必要がなくなり、高速なデータ変調が可能となる。
【００４５】
また、記録や情報伝送のために、レーザ出力光を、変調器を別に用いて変調する際にも、
間接遷移型半導体レーザの光は、変調器内部での光干渉を防いで、変調以外の要因による
強度変化を生じにくいという利点があり、変調器を別に用いて変調する場合（含む情報通
信機器応用）も、間接遷移型半導体レーザは有用である。その際は、光干渉効果を必要と
しない吸収型の光変調器を用いる必要がある。
（材料系について）
このようにレーザ雑音の少ないレーザを形成できる間接遷移型半導体の材料としては、上
記ＡｌＧａＰ系混晶材料や、ＳｉＧｅ系混晶材料がある。これに対して、通常の半導体レ
ーザに用いられている材料系としては、ＡｌＧａＡｓ系、６５０ｎｍの発光波長を持ちＤ
ＶＤ用光ヘッドの光源の半導体レーザに用いられているＩｎＡｌＧａＰ系、また青色半導
体レーザとして用いられているＩｎＧａＮ系、ＩｎＡｌＧａＮ系がその代表例であり、こ
れらはすべて直接遷移型となる半導体である。
【００４６】
ＡｌＧａＰ系は格子整合系であり、厚さの厚い積層構造を作製した場合でも、良好な結晶
が作製できるという長所がある。活性層におけるキャリア寿命が長い間接遷移型半導体の
量子井戸では、バリア層上にもキャリアがたまりやすいため、活性層だけでなく活性層・
バリア層共に間接遷移型となるように材料または組成を選ぶと、バリア層上での不純物等
によるキャリアの非発光再結合が低減でき、発光効率が向上するという利点が得られる。
【００４７】
また、全組成域で間接遷移型半導体であるため、組成の異なる界面で生じるバンドギャッ
プを、最大限に生かして、十分に深い量子井戸を形成できる。また、全組成域で間接遷移
型半導体であることによって、混晶の組成揺らぎや、異なる組成の層の界面における局所
的な発光性中心（ラディエーション・センター）の形成を防ぎ、安定して間接遷移を起こ
すことができる。
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【００４８】
また、ＳｉＧｅ系は、既存の集積回路や光ディスク用の受光器（ＰＩＮフォトダイオード
等）との、Ｓｉプロセスとの相性が良いため、光ヘッドに必要な増幅器や信号処理回路を
一体化して低コスト化できるという利点を有する。ＳｉＧｅも全組成域で間接遷移型の半
導体材料であり、かつ隣接閉じ込め構造で発光効率を向上できる材料であることが確認さ
れている。
（分布ブラッグ反射器・冷却器との組み合わせ）
また、間接遷移型半導体のスペクトルの半値幅が広すぎて、レンズ等の収差が問題となる
場合は、レーザの片側端面に、分布ブラッグ反射器（ Distribute Bragg Reflector：ＤＢ
Ｒ）を形成して半値幅を改善することができる。分布ブラッグ反射器は、多層反射膜の一
種で、波長に対する反射率分散について、連続的かつ山型の利得分布を持っており、その
周期や積層数を変えることで、共振器の全体的な利得を調整することができる。分布ブラ
ッグ反射器は、屈折率の異なる多層膜を、１／４波長ずつ積層することで作製できる。例
えば、石英（ＳｉＯ２）９５ｎｍと、酸化チタン（ＴｉＯ２）６０ｎｍを、交互に数周期
～数十周期積層することで実現できる。なお、これらの具体的な膜厚は、作製条件により
変化する屈折率に合わせて、若干調節する。この分布ブラッグ反射器４１を、図１３のよ
うに、レーザチップ４０の端面に設置することで、間接遷移型半導体レーザの発振波長の
半値幅を調節することができる。なお、図１３は端面出射のレーザチップ構造とした場合
であり、垂直共振型の面発光レーザの構成をとる場合は、活性層と第一バリア層の両側に
１／４波長の厚さの多層膜構造を挿入する。例えば図８の１５０ｎｍのＡｌＧａＰ層の両
外側に、ＧａＰ層４２ｎｍとＡｌＰ層４９ｎｍを交互に１０周期程度繰返した多層構造を
挿入すればよい。
【００４９】
また、ブロードバンドでの発振の半値幅は、温度によって決まるキャリア分布によっても
左右されるので、本実施例のように冷却器を備えることで、フォノンの分散で決まるスペ
クトルの半値幅を、温度によって調節できる。たとえば、図１３のように、レーザチップ
４０をペルチェ冷却器４２上のマウントに固定し、冷却器によってチップを冷却しながら
間接遷移型半導体レーザを発振させることで、スペクトルの半値幅を狭く調節して発振さ
せることができる。
【００５０】
これらの機能を間接遷移型半導体レーザの素子の中に一体化することによって、レーザの
半値幅を目的に合わせて改善することができる。
（実施例２：光ディスク装置の構成１）
次に、本願発明による光ディスク装置の構成例を、図１４を用いて説明する。図１４は、
光ヘッドの光源として、間接遷移型半導体レーザを用いた光ディスク装置の構成例である
。
【００５１】
点線で囲まれた部分が、機械的に可動する部分に取り付けられている光ヘッド部である。
レンズを用いて間接遷移型半導体レーザの出射光を媒体上に集束し、媒体上の記録パター
ンにより変調された反射光をディテクタにて検出する。この構成例では、ディテクタとし
て四分割光検出器２４を用いている。この構成の詳細を以下に述べる。
【００５２】
光の反射率変化により情報を記録したパターンを有する光ディスク媒体８を、回転サーボ
回路９によって一定回転速度に制御されたモータ１０上に設置し、回転する。間接遷移型
半導体レーザドライバ１１によって駆動される間接遷移型半導体レーザ１２からレーザ光
を発生させ、コリメートレンズ１３によって並行光とした後、ビーム整形プリズム１４に
よって整形する。これを反射鏡１５によって反射し、光ディスク媒体８の方へ向けて導入
する。この光は偏光ビームスプリッタ１６を通過し、λ／４板１７を通過し、対物レンズ
１８にて集光されて、光ディスク媒体８上に照射される。対物レンズ１８は、アクチュエ
ータ１９上に設置されており、焦点深度方向と、ディスクの半径方向に電気信号によって
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可動な構造となっている。焦点深度方向は焦点サーボ回路２０によって、半径方向はトラ
ッキングサーボ回路２１によって、各々、前記集光照射された光が、光ディスク媒体８上
の、希望のトラック上のパターンの上にて焦点を結ぶように制御される。なお、光ディス
ク媒体８中に記録されるピットパターンのピット高さは、ピット部と非ピット部の反射光
の位相が、１８０度反転するように、媒体の材料（通常ポリカーボネート等）の屈折率に
合わせて調節される。尚、記録膜材料については、従来の６５０ｎｍ用のものをそのまま
用いることができる。
【００５３】
光ディスク媒体８上のパターンによって変調された反射光は、反転して対物レンズ１８を
通過し、平行光に戻された後、λ／４板１７を通過し、偏光ビームスプリッタ１６にて反
射されて、シリンドリカルレンズ２２、集光レンズ２３を通過して、四分割光検出器２４
に照射される。この四分割光検出器２４上では、対物レンズ１８の焦点深度に応じて、光
のパターンの対称性が変化する。これを光電検出して、焦点ずれを電気信号の形で検知す
ることができる。この電気信号を、光電流アンプ２５にて増幅し、焦点サーボ回路２０に
帰還することで、自動焦点調節が実現される。
【００５４】
一方、光電流アンプ２５にて増幅された反射光信号は、信号処理によって情報を再生する
ためにも用いられる。光電流アンプ２５の信号は、まず等化回路２６によって、周波数・
反射光量に応じて補正される。次にこの信号は、レベル検出回路２７、同期検出回路２８
、サンプリング回路３０に供給される。レベル検出回路２７では、同期パターンの先頭を
示す、同期信号を検知する。この信号を受けて、同期検出回路２８にて、光ディスク媒体
８の回転数に同期した、同期タイミング信号を生成する。この信号を位相ロック回路２９
にて受け、同期タイミング信号に同期した逓倍化信号を生成する。この逓倍化信号をサン
プリングクロックとして、サンプリング回路３０に供給し、変調データの通過点に合わせ
て、再生信号をサンプリングする。このサンプリングされた再生信号を、復調回路３１と
トラッキング誤差検出回路３２に供給する。復調回路３１では、サンプリングされた再生
信号より、各変調信号を複号変換すると同時に、メモリ３３に記憶して、次に読み出すビ
ット信号の復号に用いる。一方、トラッキング誤差検出回路へ供給された、サンプリング
された再生信号は、サーボピットに相当するトラッキングのズレを検出できるエッジ位置
の信号を抽出して、理想トラック位置からのズレ量をトラッキングサーボ回路２１へ帰還
する。これにより集光点のトラッキングが実現する。なお、これらのサーボ回路、駆動回
路、信号処理回路は、主制御回路３４によって、統括的に制御される。
【００５５】
復調回路３１より出力された、復号されたビット信号を、使用目的に合わせて信号処理す
ることで、ディスクに記録されたデータが利用できる。一般的に、エラー訂正処理や、ス
クランブルの復号化等の処理が行われる。
【００５６】
前記実施の形態にて述べた、間接遷移型半導体レーザを用いることで、レーザ雑音に対す
る仕様の厳しい高密度光ディスクにおいても、より確実な同期と信号処理が実現できる。
レーザ雑音、光干渉ノイズを低減化して、より高密度で信頼性の高い光ディスク装置を提
供することができる。
【００５７】
同時に、高周波重畳が省け、コストダウンできると共に、高周波重畳の周波数で制限され
ていた転送レートを向上でき、本発明の光ディスク装置を用いた装置・製品において、高
速なデータの再生や転送が可能となる。
【００５８】
このように間接遷移型半導体レーザを光源として用いることによって、ブロードなスペク
トルの光を、媒体上のパターンの読み出し光として用いることができ、光ヘッド内部にお
ける光干渉ノイズを大幅に低減できる。高周波重畳が不要で、重畳周波数で制限されてき
たディスク上の記録情報の再生速度も、大幅に向上できるという利点を有する。また、従
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来構成例のように、高周波重畳の回路を光ヘッド（可動部）上に設置する必要がないので
、電気配線を最小限に省いて、光ヘッドを小型化できる。
光ヘッドの小型化に伴って、光ディスク装置を組み込んだノート型パーソナルコンピュー
タ等、コンピュータ機器のサイズ自体をも小さくできる。たとえば、図１５のような光デ
ィスクドライブを内蔵したノート型パーソナルコンピュータにおいては、光ヘッド可動部
８２のサイズが光ディスクドライブ８１の厚みを決めており、半導体レーザの直近に配置
する必要のあった重畳高周波発振回路８３が不用となることで、光ヘッド可動部８２を小
型化・軽量化できる。これにより、光ディスクドライブ８１自体の高さを低く抑え、ノー
ト型パーソナルコンピュータ筐体８０の厚みを薄くできる。また、光ディスク装置の、情
報の転送レートが高速化することで、コンピュータ機器の動作速度をも向上できる。
（実施例３：光ディスク装置の構成２）
次に、本願発明による光ディスク装置の構成例として、再生用光源と記録用光源の２つの
半導体レーザを用いた場合を、図１６を用いて説明する。再生用光源として、間接遷移型
半導体レーザを用い、記録用光源としては、従来より用いられてきた直接遷移型半導体レ
ーザを用いている。
【００５９】
間接遷移型半導体レーザを光源として用いることと、情報再生時に用いる光学系と、信号
処理系と、それらの動作については同様であるので、ここでは前記実施の形態実施の形態
にて示した図１４の構成例との違いについて述べる。その他の部分の仕組みと動作につい
ては、前記実施の形態における構成例と同様である。
【００６０】
前記実施の形態（図１４）との違いは、（１）記録光用の光源として、直接遷移型半導体
レーザを有し、再生光源とは別に、記録光源用の光学系を備えていることと、（２）再生
光源用の光学系の途中に、波長帯域通過フィルタ３５を追加してある点である。
【００６１】
（１）は、記録用光源を再生用光源（間接遷移型半導体レーザ）と別にすることによって
、記録制御については従来よりノウハウのある直接遷移型半導体レーザとその駆動回路を
用いることを可能としている。光ディスク媒体への情報記録時のみ、直接遷移型半導体レ
ーザ３６を、直接遷移型半導体レーザドライバ３７により駆動して、ビームスプリッタ３
８でディスク側へ向けて書き込み光を供給する。ドライバにより駆動する電流を変調して
、光ディスク媒体上にデータパターンを記録する。
【００６２】
（２）の波長帯域通過フィルタ３５は、間接遷移型半導体レーザを用いることにより半値
幅が広くなるため、広くなりすぎた場合副作用としてレンズの非点収差が問題となること
を解決するために用いている。一般に、光ディスク装置の光学系においては、高密度の光
ディスクより情報を読み出す際には、再生光源のスペクトルが広すぎると、レンズにおけ
る非点収差が大きくなり、波長とほぼ同じ十分小さなスポット径に、光を集束できないと
いう副作用が生じる。収差を適宜な範囲に押さえるためには、スペクトルの半値幅を、光
の波長の０．３％以下に抑えることが望ましい。一般的に光ディスクに用いられている６
５０～７８０ｎｍの波長の光を想定すると、半値幅にして２ｎｍ以下であることが望まし
い。そこで、間接遷移型半導体レーザ１２より出射される、半値幅の広い光を、波長帯域
通過フィルタ３５を通過させて、半値幅を適宜調節し、上記半値幅以下に収めて、光ディ
スクに記録された情報の再生に用いる。これによって、レンズにおける非点収差を抑える
ことができ、高密度な光ディスクパターンの再生が可能となる。かつ、この程度のスペク
トルの半値幅が確保されていれば、レーザの光干渉ノイズの低減の効果は遜色なく十分に
得られる。尚、この波長帯域通過フィルタを前述の実施例２の光ディスク装置の構成１に
用いてもよい。
（顕現性）
なお、このようにして構成した光ヘッドおよび光ディスク装置より、ディスクの読み出し
のために放出される光は、以上述べたように、従来光ディスク装置に用いられてきた直接
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遷移型半導体レーザの光に比べ、なめらかな連続スペクトルで、幅広なピークを持つ光と
なる。レーザに間接遷移型半導体を用いていることは、上記光スペクトル測定の他、チッ
プを顕微鏡観察して、透明であることを確認することである程度判断できる。また、二次
イオン質量スペクトル分析（ＳＩＭＳ）によって、用いている半導体材料を特定できるほ
か、顕微ラマン散乱測定によって材料固有のフォノンスペクトルを解析することによって
も同定できる。
【００６３】
【発明の効果】
以上述べたように、本発明によれば、間接遷移型半導体レーザを用いて、光ディスク装置
の、情報の読み出し用の光を、光干渉によるノイズをほとんど生じない、連続スペクトル
の光とすることができる。したがって、半導体レーザの光雑音が問題となる光ヘッドの再
生系においても、再生信号のＳ／Ｎ（信号／雑音強度比）を確保しながら、光干渉に基づ
くノイズや、レーザ雑音を防ぐことができる。また、高周波重畳が不要となり、高周波重
畳回路を省いてコストダウンできる。さらに、重畳周波数で制限されていた記録／再生速
度（ビットレート）を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】従来の直接遷移型半導体レーザと、本発明による間接遷移型半導体レーザの代表
的なスペクトルの違いを示す図である。
【図２】間接遷移型半導体レーザの発光強度および発光スペクトルの駆動電流依存性を示
す図である。
【図３】間接遷移型半導体の波数空間上でのバンド構造と、発光遷移の過程を説明する図
である。
【図４】タイプ１型の半導体量子井戸のバンド構造の例を示す図である。
【図５】タイプ２型の半導体量子井戸のバンド構造の例を示す図である。
【図６】ＡｌＧａＰ系による隣接閉じ込め構造のバンド構造を示す図である。
【図７】ＳｉＧｅ系による隣接閉じ込め構造のバンド構造を示す図である。
【図８】ＡｌＧａＰ系隣接閉じ込め構造による間接遷移型半導体レーザの試料構造例を示
す図である。
【図９】ＡｌＧａＰ系間接遷移型半導体レーザにおける、局所強励起時の発光スペクトル
の例を示す図である。
【図１０】間接遷移型半導体レーザを、安定してブロードバンドで発振させる電流駆動方
法を説明する図である。
【図１１】間接遷移型半導体レーザを、安定してブロードバンドで発振させるドライバの
回路構成例である。
【図１２】間接遷移型半導体レーザを、情報通信機器へ応用する場合に好ましい、レーザ
の変調方法を示す図である。
【図１３】レーザチップに対する、分布ブラッグ反射器と、冷却器の配置を説明する図で
ある。
【図１４】間接遷移型半導体レーザを光源とする光ディスク装置の構成例である。
【図１５】光ディスク装置を組み込んだコンピュータ機器の構成例である。
【図１６】間接遷移型半導体レーザを光源とする光ディスク装置の構成図で、２つの半導
体レーザを用いる場合の構成例である。
【図１７】光ヘッド内部の光反射で起こる、光干渉ノイズの例を、直接遷移型半導体レー
ザを用いた場合と、間接遷移型半導体レーザを用いた場合で比較する図である。
【図１８】直接遷移型半導体レーザにおける自励発振や高周波重畳によるマルチモード発
振時の、発振スペクトルの例を示す図である。
【符号の説明】
１…間接遷移型
２…直接遷移型
３…伝導帯
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４…価電子帯
５…電子
６…ホール（正孔）
７…波数
８…光ディスク媒体
９…回転サーボ回路
１０…モータ
１１…間接遷移型半導体レーザドライバ
１２…間接遷移型半導体レーザ
１３…コリメートレンズ
１４…ビーム整形プリズム
１５…反射鏡
１６…偏向ビームスプリッタ
１７…λ／４板
１８…対物レンズ
１９…アクチュエータ
２０…焦点サーボ回路
２１…トラッキングサーボ回路
２２…シリンドリカルレンズ
２３…集光レンズ
２４…四分割光検出器
２５…光電流アンプ
２６…等化回路
２７…レベル検出回路
２８…同期検出回路
２９…位相ロック回路
３０…サンプリング回路
３１…復調回路
３２…トラッキング誤差検出回路
３３…メモリ
３４…主制御回路
３５…波長帯域通過フィルタ
３６…直接遷移型半導体レーザ
３７…直接遷移型半導体レーザドライバ
３８…ビームスプリッタ
４０…レーザチップ
４１…分布ブラッグ反射器
４２…ペルチェ冷却器
５０…駆動電流
５１…発光強度
５２…閾値
５３…波長
５４…時間
５５…反射光強度
８０…ノート型パーソナルコンピュータ筐体
８１…光ディスクドライブ
８２…光ヘッド可動部
８３…重畳高周波発振回路。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】
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